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｢CROSSCOOP SINGAPORE｣ への入会およびオフィスの使用契約の締結について

このことにつきまして、シンガポールに事務所を開設するにあたり、下記の者と契約を締結

してよいかお伺いします。

記

１、契約相手方　80 Robinson Road #10-0 1A Singapore

CROSSCOOP SINGAPORE PTE.  LTD　代表取締役　庄子　素史

２、契約方法　　地方自治法施行令第１６７条第１項第２号の規定により随意契約

３、契約期間　　2013年11 月１日から2014 年10 月31 日

４、契約金額　　入会金　SGD2160  (使用料の１ヶ月分、GST* 別途）

月額　SGD2160 (GST58別途）

※GST＝Goods and Sel･vice Tax 物品サービス脱
５、契約書　　　別添（案）のとおり

武 雄 市



シンガポールオフィス候補コスト比較 8月8日時点

単位:S$　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位:S$　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 単位:S$

Crosscoop Entre　Hub　　　　　　　　　　　　　　　　　　　UB　SUITE

2名用 窓側9.0 平米 3名用通路側7.7 平米 3名用 通 路側116sq ft  (10.44平 米)

項目 単価 個数 金額 項目 単価 個数 金額 備考 項目 単価 個数 金額

初期費用 初期費用 初期費用
入会金1月 分 2,568 １ 2,568 入会金1月分 2,600 １ 2,600 保証金2 月分 2,536 ２ 5,072
前家賃1月 分 2,568 １ 2,568 前家賃1月 分 2,600 １ 2,600 前家賃1 月分 2,568 １ 2,568
入所カード 161 １ 161 入所カード 54 １ 54 入所カード １ ０

受付名札 535 １ 535
ネット般定費 用 321 １ 321 Wifiなら無料

合計(s$) 5,297 合計(S$) 6,110 合計(S$) 7,640
合計(JPY) 434,313 合計(JPY) 500,995 合計(JPY) 626,464

毎月費用 毎月費用 毎月費用
家賃 2,568 １ 2,568 家賃 2,600 １ 2,600 家賃 2,536 １ 2,536
電話番号利用料 161 １ 161 電話番号利用料 ０ ０ 電話番号利用料 ０
FAX 回線受信料 86 １ 86 FAX 回線受信料 64 １ 64 FAX 回線受信料 ０
ネット使用料 107 １ 107 ネット使用料 ０ ネット使用料

会議室使用料 21 10 214 月2H まで無料 会議室使用料 42.8 10 428
/'1£llg黔丶

．

条 件 付 で無 会議室使用料 ０

サービス等 ０ ０ ０

０ ０ ０
合計(S$) 3,135 合計(S$) 3,092 合計(S$) 2,536
合計(JPY) 257,078 合計(JPY) 253,569 合計(JPY) 207,944

封 肋劈駒皿 陟 啗ヽi 粫' 軻. μ 絋到珥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　如地糸竹　厶
jl) 上記料金にはシンガポールのGST( 付加価値税)7%含む　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｙ'７;土|ノエac孑孑liflヽ1よンノ刀４丶－ルリyｕこ)l∫､1可ﾉ』uinni胤そ兄ﾉ/ｙiぎ(じ
注2)上記価格は後日変動の可能性あり

注3)Crosscoop 、Entrehub:入居時の入会金は退去時返還されない
注4)Crosscoop 社が3名用の部屋を2人用の価格で提示してきたので、他社も3人用の価格でも提供を依頼
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CROSSCOOP SINGAPORE PTE.  LTD.  (以 下、甲という。）と シンガポール 共 同事務所 準備

室 代表 武雄 市長 樋 渡啓祐 とは、甲が運営するサービスオフィス「CROSSCOOP SINGAPOR

Ｅ」（８０ Robinson Road #  10  ―1A 。以下、「本オフィス」という。）への入 会に関し､ 次のとおり入 会

契約 書を締 結する。

第1条( 目的)

甲は、乙の｢CROSSCOOP ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ｣への入会を認め、乙は､ 本オフィスの使用にあたって本

契約で定めるところを遵守することを約した。

第2 条 （使用 目的）

l. 甲は、乙が本オフィスのうち 個室オフィス:部屋番号50 番 および 本オフィス内の会議 室と複

合機や パントリー等 の共用スペース（以下、「契約スペース」という。）、同フロアのトイレや 給湯 室

等を使用することを認 める。

2. 乙は､ 本オフィスを、自 社業務を遂行するための事務所として使 用し､ その他 の目的に使 用して

はならない。

3. 乙は､ 契約スペ ースを原状 のまま使用 するものとし､ 造作 の設置､ 模様 替え等 の必要を生じた場

合は､ あらかじめ甲の書面による許 可を得て行い､ 退 去の際は 自らの費 用で原 状に復さなければ

ならない。ただし、甲 の事前 の書面による承諾を得た場合には､ 退去の際に､ 無 償にて残 置する

こともできるものとする。

第3条 （入会金）

1. 乙は､入会金として、SGD2160  ( 使用料の1ヶ月分､ＧＳＴ別途）を､使用開始日までに、甲が指

定する銀行預金口座に振込んで支払う。

2. 乙が次条に定める契約スペースを乙の使用開始日まで予約する場合には､前項の入会金を2013

年10月30日までに支払うものとする。

３ 前々項の入 会金は 、いかなる理由をもってしても返 還されない。

第４条 （使用料及び共益費）

２

契約スペース

個室（　　　 部屋番号50番　　　 ）
－

共用スペース

会議室､ミーティングスペース､受付､ 待合スペース､パントリーエリア、トイレ､ 給湯室

共用設備

郵便ポスト､電気､ 水道､ エアコン､インターネット回線･電話回線システム（外線契約は除く）

乙は､ 前項に記した契約スペース、共用スペース及び共用設備の使用対価として､2013 年11 月

以降につき、以下のとおりの使用料を甲に支払う。

使用料

個室: 月額　　2160　　SG ドル（ＧＳＴ別途）



一

３

４

５

-

甲は乙の求めに応じ各種オプションサービスを提供する代わりに、甲が予め定めるオプション料

金を前項の使用料とは別に乙に請求し、乙はオプション料金を甲に支払う。

甲は乙の使用開始日から1年間の期間に限り、本オフィスで提供する会議室を1 日につき２時間

まで無償提供するものとする。

支払方法:

乙は､ 本条2項に定めた使用料およびオプション月額基本料金にGST(7%) を付加した額を、

毎月末日(金融機関の休業日となる場合は、その前日)までに､ 翌月分を小切手で､ または、

甲が指定する銀行預金口座に振込んで支払う。コピー代金や電話料金などの利用に応じて請

求額が変動する料金については､ 利用月の翌月末までに使用料と同様に支払う。尚、振込手

数料は、乙が負担するものとする。また、甲は､ 振込による入金が確認された時点で同金員を

受領したものと認め、別途領収書は発行しない。

尚、乙は使用開始月の使用料については､2013 年10 月30 日までに本条第2項に定める使用

料を甲に支払うものとする。

第5条( カード発行手数料)

乙は入居時に､入会金と同時に明渡の際のセキュリティカード発行手数料として､ 発行枚数に150SG

ドルを乗じた金額(ＧＳＴ別途)を甲に支払うものとする。

第6条 （使用料等の改定）

甲は使用料等を、本件建物の賃料の変動､ 物価、公租公課､その他の経費の増加、人件費の変動、

その他の経済情勢の変動等により､これを改定することが出来る。但し､使用料の改定は、乙による本

入会契約書の更新時のみとし､使用期間中の使用料の改定は行わないものとする。

第7条 （使用期間）

1. 使用期間は、2013 年　11 月 １日 から　2014 年10 月31 日 までの12 ヵ月間 とする。

2. 前項の使用期間は､ 期間満了の ４ ヶ月前までに甲、乙のいずれかより書面による別段の意思表

示がない時には更に6ヶ月間更新されるものとし､その後の期間満了についても同様とする。

第8条 （使用の意味）

本契約における使用とは､あくまで甲が運営する本オフィス内の契約スペース及び共用スペースの共

同使用･利用を意味するもので、乙に独立した占有権を付与するものではない｡｡したがって、乙は､い

かなる意味でも、本件建物に関する賃借権を取得するものではないことを、甲に確認する。

第9条 （原状変更）

乙は､ 契約スペースについて､造作設備の新設､ 模様替え等、入居時の原状を変更するときは､ 本オ

フィス全体の調和を考慮し､あらかじめ甲に相談のうえ、甲の事前の書面による承諾を得なければなら

ない。これら原状変更に要する費用は､ 全額乙が負担するものとする。



第10条( 届出･報告義務)

1. 乙は､ 入会時に、甲に対し､ 次の項目を書面で届け出なければならない。

① 屋号･商号

② 業種

③ 主たる業務内容

④ 本店所在地

⑤ 代表者の氏名･緊急連絡先

⑥ 資本金

⑦ 本オフィスを使用する従業員の人数及び各人の役職･氏名

⑧ 本オフィスの使用に関する責任者の氏名･連絡先

2. 乙は、前項の各項目に変更が生じた場合は､ 速やかに甲に対し、下記の通り甲が別途定める書

面で届け出なければならない。

① 契約者名義の変更には、｢契約名義変更申請書｣の提出

② 契約スペースの変更には、｢契約変更申請書｣の提出

③ 利用者追加及び変更の場合には、｢新規入会者登録書｣の提出

3. 乙は､ 次の各号のーに該当する事実が発生した時は、甲に対し､ 遅滞なくその旨を書面で届け

出なければならない。

① 事業譲渡または会社の組織変更があったとき

② 会社の解散･事業廃止･営業停止等の可能性が生じたとき

4. 甲は､ 前3項の届出が速やかになされなかったとき､これら届出の内容の全部または一部に虚偽

の事実が含まれていたとき､または届出(変更)事項の内容に照らし本契約の趣旨に反すると甲

が認めたとき、かつ相当期間を定めて是正を催告したにもかかわらず是正されなかったときは、乙

の入会を取り消し､本契約を解除することができる。

第11条 （禁止事項）

乙は次の行為をしてはならない。以下の定めに反し、甲、乙および他の使用者等に損害を及ぼしたと

きは､その損害の全額を賠償する義務を負う。乙の従業員､ 使用人､ 及びその他関係者が以下の定め

に反した場合も同様とする。

I. 第2条に定めた目的以外の使用をすること

2. 本オフィスの一部を第三者に転貸し､または第三者の使用を許し､または名義のいかんを

問わず､ 事実上第三者の使用に供すること

3. 木オフィスに居住または宿泊し､あるいは従業員その他の者を居住または宿泊させること

4. 名義のいかんを問わず､ 本オフィス内のスペースを第三者の担保の用に供すること

5. 危険物、不潔悪臭､ その他､ 他人の迷惑となる物品を本オフィス内に持ち込むこと

6. 他の使用者のプライバシー侵害､ 他の使用者の契約スペースの覗き見及び立ち入り、他社ネット

ワークへの侵入及び無断使用、他社の郵便物の開封､ 保管､廃棄

7. ストーブなど火災の元となる一切の機具の使用と行為



8｡ 公序良俗に反する一切の行為

9. 本オフィスの円滑な運営、秩序の維持保全を害するまたは害するおそれのある一切の行為

10. 本契約により生じたる権利義務等に関する一切の処分行為

11. その他､ 本契約に反する一切の行為

第12 条 （立入り権）

1. 甲及 び甲から委 託を受けた者（いず れもその使用 人を含む 。以下 、「甲ら」という。）は､ 本オフィス

の保全､ 衛 生、防 犯､ 救護及 び検査その他管理 上必 要と認 めた時は、乙の契約スペ ースに立入

り、これを点検し､ 必 要な措 置を講ずることができるものとする。

2. 前項の場合 、甲らは､ 予め乙にその旨通 知するものとするが､ 緊急を要し予め乙 に通知 すること

が困難なときは 、事前の通知なくして前項 の処置を行うことができるものとする。但し､ この場合は 、

甲らは､ 事後 速や かに乙に報告するものとする。

第13条 （守秘義務）

2｡

3.

甲乙は､ 本オフィスの一部が他の使用者との共用のオープンスペースであることに鑑み､ 本オフィ

スの使用に際して知り得た甲乙及び他の使用者の業務上の情報､ 秘密､ その他の一切の事項

（以下、「情報､ 秘密等」という。）につき、第三者に対し守秘義務を負う。

甲乙は､これらの情報､ 秘密等を､厳に秘匿し､ 他に漏洩、開示等してはならない。また､これらの

情報､ 秘密等を、自己または第三者の利益を図る目的で使用等してはならない。

前項の規定は､ 本契約が終了した後も、効力を有する。

甲乙は､ 本条1項の定めに反し、甲乙及び他の使用者等に損害を及ぼしたときは､その損害の全

額を賠償する義務を負う。甲乙の従業員､ 使用人､その他甲乙の関係者が本条1項の定めに反

した場合も同様とする。

第14条（免責事項）

1. 甲は、乙の資産､ 情報､機密事項等の滅失､ 毀損、盗難､ 漏洩､ 流用等に関し､何らの責任も負

わない。ただし、甲の責めに帰すべき事由に基づく場合はこの限りではない。

2. 前1項に定める他、甲は､ 天災地変、並びに甲の責に帰さない火災､ 盗難､ 建物の全部または一

部の滅失､ 毀損、設備の滅失､ 毀損、故障､ 及び修繕については､ 何ら責任を負わない。

3. 甲は、法律の改正または監督官公庁の行政指導に基づく工事等に起因する乙の損害及び本オ

フィズの一時使用停止等については責任を負わない。但し、甲の責めに帰すべき事由に基づく場

合はこの限りではない。

4. 甲が､ 本オフィスを移転せざるを得なくなった場合、乙は移動に協力し、甲が新たに用意する場

所に移転するものとする。この場合、乙の移転に要する費用は､ 立退料、引っ越し費用等、事由、

名目のいかんを問わず、甲乙協議のうえ､ 決定するものとする。なお、甲は乙に対しオフィス移転

の2ヵ月前に書面をもって通知を行うものとする。

5. 甲が本オフィスを閉鎖せざるを得なくなった場合、乙は閉鎖に伴う原状回復に協力するものとする。

この場合､原状回復及び明渡については第18条によるものとする。なお、甲は乙に対しオフィス



閉鎖の2ヵ月前に書面をもって通知を行うものとする。

6. 甲が乙に対して提供するインターネット回線は､ 機器､ 上位プロバイダー等の不具合によっては、

常時接続を保証することが出来ないことを、乙は認めるものとする｡また、乙は､ インターネット回

線の使用停止及びそれに基づく損害が発生した場合、甲の責めに帰すべき事由による場合を除

き、甲にその責任を問わない。

7. 乙は本オフィス使用開始時に甲より付与されるセキュリティーカード､部屋の鍵､ デスクインボック

スの鍵､ 及びキャビネットの鍵を本契約解除の際、甲の指 定する期日までに返却するものとする。

返却が無い場合､ 又は契約解除前に紛失した場合には､ 再発行費用としてカード1枚につき金2

00SG ドル(別途ＧＳＴを要す)、鍵I個につき金２００ＳＧドル(別途ＧＳＴを要す)を支払うものとす

る。

8. 本オフィスの名義変更､所在するビル名の変更等により乙の本店所在名称の変更及び当該変更

に伴う各種手続が必要になった場合、乙の本店所在地の名称変更等に要する費用は乙が負担

するものとし、乙は､登記費用、名刺変更等､ 事由、名目のいかんを問わず、甲に何らの金員の

の請求を行わない。

第15条 （解約･契約スペース変更の申し入れ）

甲または乙は､ 使用期間中に本契約を解除しようとするときは､４ヶ月前に相手方に対し書面をも

ってその申し入れをしなければならない。但し､４ヶ月分に不足する期間相当の使用料を支払え

ば､ 直ちに本契約を解除することができる。これは､ 契約スペース数を減少する場合にも適応され

るものとする。

第16条 （契約の解除）

１

２

甲または乙のいずれかが、次の各号の一に該 当した時は､ 何らの通知､ 催告を娶せず、相手方

は本契約を即時解除することができる。

（ア）本契約に反する行為があり､相手方が相当期間を定めて違約を改めるように催告したにもか

かわらず､ 是正しないとき

（イ）仮差押､ 仮処分､差押､ 競売等の申立を受け､または公租公課の滞納により督促もしくは滞

納処分を受け､ または保全処分を受けたとき

（ウ）破産、民事再生､ 会社更生､ 特別清算手続開始の申立があったとき、または合併によらない

で解散したとき

（エ）支払停止の状態に陥ったとき､または銀行･手形交換所の取引停止処分を受けたとき

（オ）主務官公庁より営業停止または営業免許もしくは営業登録の取り消しの処分を受けたとき

（カ）その他､その信用状態が著しく悪化したと認められるとき

（キ）暴力団もしくは極左･ 極右暴力集団、またはこれらに準ずると認められる集団の構成員もしく

はその支配下にある者､ または風俗業を営む者と判断されたとき

（ク） 甲が賃借する本オフィスの所有者又は建物賃貸人から乙の退去を求められたとき

（ケ）その他､ 本契約上の信頼関係が回復しがたいほど破壊されたと認められたとき

乙が次の各号の一に該当するときは、甲は､ 相当期間を定めて催告をした後､ 本契約を解除する



ことができる。

（ア）使用料､その他の本契約に基づく債務の支払をIヶ月以上怠ったとき

（イ）契約スペースまたは共用スペースその他の設備の全部又は一部を故意に破損したとき

（ウ）乙が、甲の信用を失墜し､または本オフィス内の秩序を害すると認められる行為をし､その他

不信の行為があったとき

（エ）その他､ 本契約の各条項に違背したとき

第17条 （損害賠償）

甲が乙の過失により被った実損害がある場合には､この実損害を甲に賠償しなければならない。

第18 条 （原状回復･明渡）

I.　 本契約が使用期間満了､ 退会､ 解約､ 解除その他により終了したときは、乙は、甲の指定する期

日までに､契約スペース内外に設置した乙所有の造作､設備等の物件を乙の費用負担をもって

撤収し､契約スペースを原状に回復して、甲に明け渡さなければならない。

2. 乙が甲の定めた期間内に契約スペースの原状回復を完了しないときは、甲は、乙の費用負担に

おいて､原状回復工事を代行することができる。この場合、乙は､契約スペース内外に存する乙

所有の造作､設備その他の物件につき､その所有権を放棄したものとし、甲がこれを処分すること

に何ら異議を述べない。

３

４

５

乙が明渡を完了した後に残置した造作、設備､ 動産その他の物件については、乙は､ その所有

権を放棄したものとし、甲において処分することに何ら異議を述べない。但し､その処分に要した

費用は､ すべて乙の負担とする。

契約終了後、甲が定める期間内に乙が原状回復及び明渡を完了しないときは、乙は､ 損害金と

して契約終了の日の翌日から明渡完了までの間、甲に対し､使用料及び共益費の倍額に相当す

る額(ＧＳＴを含む)を､年３６５日日割計算で甲に支払う。なお、同損害金は、乙の明渡の遅延に

より甲が蒙った損害が他に発生した場合に、乙がその損害を賠償する義務を負うことを妨げるも

のではない。

乙は､ 原状回復､ 明渡に際し､その事由、名目のいかんを問わず､契約スペース､造作､ 設備等

について支出した必要費､有益費等の償還請求を甲に対し一切行わないものとする。また、乙は、

甲の承諾を得て設置した造作もしくは甲より買い受けた造作その他の設備についても、事由のい

かんを問わず､ その買取りを甲に請求してはならない。

6｡ 乙は､原状回復､明渡に際し､立退料､その他､事由、名目のいかんを問わず、甲に何らの金員

の請求をしてはならない。

第19 条 （原契約の解除）

甲が賃借する本オフィスの建物 賃貸借契約が、甲の経営上の理由、その他の契約違反等により解除

された場合には、乙は､ 前条の定めに従い、甲の定める期間内に速やかに明渡をしなければならな

し≒、



第20 条 （遅滞損害金）

甲または乙が本契約に基づく金銭債務についてその履行を遅延したときは､ 遅延期間中当該債務に

つき年利14.6% の割合による遅延損害金を支払わなければならない。

第21 条 （将来計画）

将来､ 法律等の改正、監督官公庁の行政指導その他の事由、または本オフィスの設備等に大幅な変

更、増改築等を必要とする場合、乙はその変更に際し協力するものとする。但し､この場合、甲は、乙

の協力範囲につき事前に乙と協議するものとする。

第22条(合意管轄)

本契約に関する訴訟については､ 東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

第23 条(準拠法)

本契約の履行及び解釈については日本法を準拠法とする。

第24 条 （契約外事項）

本契約に定めのない事項及び契約の内容に関し疑義を生じたときは、甲乙間で協議の上､ 誠意をもっ

て円満に解決を図るものとする。

以上のとおりの内容で本契約を締結したことを証するため､ 本書面2通を作成し、甲、乙において各記

名、捺印の上、甲、乙各1 通ずつ保有するものとする。

2013 年10 月　22 日

甲

乙

80 Robinson Road毒10-01A　Singapore

CROSSCOOP SINGAPORE PTE.LTD.

Name ： 庄子 素史(Motofumi Shoji)

Title : 代表取締役(Managing Director)

80 Robinson Road  #10-01A　Singapore

シンガポール共同事務所準備室

Name : 樋渡 啓祐(Keisuke Hiwatashi)

Title : 代表 武雄市長
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